
 

郵政民営化委員会について 

 
1 設置根拠 
郵政民営化法に基づき、平成 18 年 4 月 1日に、郵政民営化推進本

部の下に設置。 

 
2 所掌事務等 
① ３年ごとに郵政民営化の進捗状況について総合的な検証を行い、

その結果に基づき郵政民営化推進本部長に意見を述べること 
② 金融２社の新規業務の認可の申請が主務大臣にあったときや、

主務大臣が政省令を制定又は改廃するときに意見を述べること 
③ その他、郵政民営化に関する事項について調査審議し、本部長

に意見を述べること 等 

 
3 組  織 
 有識者である 5名の委員で組織。 

 

 委員長    岩田
いわ た

 一
かず

政
まさ

    公益社団法人日本経済研究センター 
代表理事・理事長 

 委員長代理   米澤
よねざ わ

 康
やす

博
ひろ

   早稲田大学大学院経営管理研究科
教授 

        老川
おいか わ

 祥一
しょういち

    株式会社読売新聞グループ本社 
取締役最高顧問・主筆代理 

        清原
きよは ら

 慶子
け い こ

   三鷹市長 

        三村
み む ら

 優美子
ゆ み こ

  青山学院大学経営学部教授 

 
4 開催状況 
 １９６回(平成 18 年４月１日から平成 30 年 12 月 26 日まで) 

※ 前回の総合的な検証に関する意見の取りまとめ（平成 27 年４月 17 日）以降の開催回数：63 回 
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